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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により引き続き厳しい状況にあり、持ち直しの動

きが一服している。生産活動は持ち直しが一服している。需要面をみると、個人消費は、持

ち直しの動きに弱さがみられる。住宅投資は、持ち直しの動きに一服がみられる。設備投資

は、下げ止まっている。公共投資は、高水準で推移している。輸出は、持ち直しの動きが続

いている。観光は、厳しい状況が続いているが、持ち直しの兆しがみられる。

雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに前年を上回っている。企業倒産は、負債総

額が前年を上回った。消費者物価は、７か月連続で前年を上回った。

現状判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～２か月連続で低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～６か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、２月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を２．０ポイン

ト下回る３３．８と２か月連続で低下した。横ば

いを示す５０を２か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を４．１ポイント上回る４５．０となった。

１月の鉱工業生産指数は８８．４（季節調整済

指数、前月比＋３．２％）と６か月ぶり（注）に上

昇した。前年比（原指数）では＋３．０％と１１

か月連続で上昇した。

業種別では、化学・石油石炭製品工業など

１１業種が前月比上昇となった。輸送機械工業

など３業種が前月比低下となった。

（注）２０２１年１２月の鉱工業生産指数は、修正値によ

り前年下回りとなった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～４か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～７か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）
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５．札幌ドーム来場者数～３か月連続で増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

１月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋０．６％）は、４か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋７．０％）は、すべての品

目が前年を上回った。スーパー（同▲０．４％）

は、衣料品、身の回り品、飲食料品が前年を

下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．８％）

は、３か月連続で前年を上回った。

１月の乗用車新車登録台数は、９，６１８台

（前年比▲８．３％）と７か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲１０．４％）、

小型車（同＋１０．８％）、軽乗用車（同▲２０．５％）

となった。

２１／４～２２／１月累計では、１１１，６２７台

（前年比▲７．７％）と前年を下回っている。内

訳は普通車（同＋１．８％）、小型車（同

▲１５．７％）、軽乗用車（同▲９．３％）となっ

た。

１月の札幌ドームへの来場者数は、２８千人

（前年比＋１４４．４％）と３か月連続で前年を上

回った。来場者内訳は、プロ野球、サッカー

の開催はなく、その他が２８千人（同

＋１４４．４％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～６か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～２か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

１月の住宅着工戸数は１，１１６戸（前年比

▲３０．５％）と２か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲２３．７％）、貸家

（同▲２０．８％）、給与（同＋２５０．０％）、分譲

（同▲４６．４％）となった。

２１／４～２２／１月累計では２８，２３１戸（前年

比＋２．２％）と前年を上回った。利用関係別

では、持家（同＋８．５％）、貸家（同

▲３．５％）、給与（同＋８１．８％）、分譲（同

＋０．２％）となった。

１月の民間非居住用建築物着工床面積は、

４６，９５３㎡（前年比▲６３．６％）と６か月ぶりに

前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲６５．３％）、非製造業（同▲６３．２％）であっ

た。

２１／４～２２／１月累計では、１，４３９，９１５㎡

（前年比▲１２．９％）と前年を下回っている。

業種別では、製造業（同▲２６．５％）、非製造

業（同▲１１．５％）となった。

２月の公共工事請負金額は１６４億円（前年

比＋１６．７％）と２か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋３．６％）、独立行政

法人（同＋４５．６％）、道（同＋１４．３％）、市町

村（同＋８４．７％）が前年を上回った。地方公

社（同皆減）、その他（同▲７．２％）が前年を

下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～３か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～底ばいが続いている

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同）
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１１．貿易動向～輸出が１１か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

１月の国内輸送機関利用による来道者数

は、５４８千人（前年比＋１２６．８％）と３か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋１４１．２％）、JR（同＋９１．９％）、フェ

リー（同＋３７．７％）となった。

２１／４～２２／１月累計では、５，３５９千人

（同＋３７．３％）と前年を上回っている。

１月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、０人（前年比皆減）と底ばいが続いてい

る。

１月の貿易額は、輸出が前年比＋３６．２％の

２０５億円、輸入が同＋６９．５％の１，２６７億円だっ

た。

輸出は、自動車の部分品、再輸出品、魚介

類・同調製品などが増加した。

輸入は、原油・粗油、天然ガス・製造ガ

ス、石油製品などが増加した。

輸出は、２１／４～２２／１月累計では２，７３８

億円（前年比＋５４．８％）と前年を上回ってい

る。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は２か月連続で前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）

生鮮食品除く総合（前年比・右目盛）
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１４．消費者物価指数～７か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．００倍（前年比＋０．０５ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋６．９％と１１か月連

続で前年を上回った。業種別では、サービス

業（同＋２２．８％）、製造業（同＋２３．４％）な

どが前年を上回った。情報通信業（同

▲１４．９％）、卸売業・小売業（同▲２．２％）が

前年を下回った。

２月の企業倒産は、件数が１４件（前年比

▲６．７％）、負債総額が２０億円（同＋１０．５％）

だった。負債総額は２か月連続で前年を上

回った。

業種別ではサービス・他が７件、一次産

業、運輸業が各２件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は６件

であった。

１月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１００．４（前月比▲０．２％）となっ

た。前年比は＋０．６％と、７か月連続で前年

を上回った。

石油製品の価格は調査基準日（１月１０日）

時点で、灯油価格は前月比▲２．１％、前年同

月比＋３８．６％となり、ガソリン価格は前月比

▲０．６％、前年同月比＋１９．３％となった。

道内経済の動き
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１．デジタル技術の普及が自社に
与える影響〈図表１、図表２〉

「変化に対応できない自社従業員の発
生」（５１％）が１位となった。

２．DXに関する取り組みの実施
状況〈図表３〉

DXの取り組みを「行っている、また
はこれから行う予定にある」企業は、全
産業で４３％となった。また、業種別にみ
ると、製造業では３２％、非製造業では
４７％となった。

３．実際に行っている、または行
う予定にあること〈図表４〉

「業務の効率化による生産性の向上・
コストの削減」（９０％）が１位となった。

４．DXを進めるにあたっての課
題や、DXの取り組みを行って
いない理由〈図表５〉

「DXを推進できる人材がいない」
（５１％）、「DXの効果・目的が不明」
（４３％）が上位となった。

臨時調査

回答企業の約４割がDXに取り組みも、変化への対応や人材不足が課題
道内企業のデジタル・トランスフォーメーション（DX）の取り組みについて

＜要約＞

＜DXの定義（経済産業省「デジタルトランスフォーメーションを推進するためのガイドライン（DX推進ガイ
ドライン）Ver．１．０」より）＞

企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基
に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・
風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。

〈図表１〉デジタル技術の普及が自社に与える影響（複数回答）
（n＝３２６） （単位：％）
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行っていない行っている、またはこれから行う予定にある

全産業 製造業 食料品 木材･
木製品

鉄鋼･
金属製
品･機械

その他の
製造業

非製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル･
旅館業

その他の
非製造業

（n＝３２６） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�変化に対応できない
自社従業員の発生

① ① ① ② ① ② ① ① ① ② ① ① ①
５１ ４５ ４５ ３２ ５７ ４０ ５３ ６１ ５１ ４５ ４４ ５３ ５５

�既存企業間での
競争の激化

② ② ② ② ② ② ② ② ② ① ② ②
３７ ３７ ４２ ３２ ３２ ４０ ３８ ３４ ４０ ５０ ３８ ２０ ３５

�自社の優位性や
競争力の低下

③ ③ ③ ① ③ ③ ③ ③ ②
２９ ２７ ２１ １６ ２９ ５３ ２９ ２２ ３８ ２８ １９ ２７ ３５

�新たな代替製品・
サービスの台頭

③ ③ ① ③
２５ ２７ ３０ ４７ １４ ２０ ２４ １６ ３６ ２５ ６ ２７ ２８

�新規参入企業による
競争の激化

③ ②
１７ １６ １２ １１ １８ ２７ １８ ９ ２３ ３５ ０ ３３ １０

�自社の事業規模縮小・
市場からの撤退 ４ ２ ０ １１ ０ ０ ４ ４ ４ ８ ０ ０ ５

�その他 ③
７ ６ ６ １１ ７ ０ ８ ７ ２ ３ ２５ ２０ １０

〈図表２〉デジタル技術の普及が自社に与える影響（複数回答）

※○内数字は業種内の順位

〈図表３〉DXに関する取り組みの実施状況
（n＝３６３） （単位：％）

臨時調査
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより

回収。
調査内容：デジタル・トランスフォーメーション（DX）

の取り組みについて
回答期間：２０２１年１１月中旬～１２月上旬
本文中の略称
ｎ（number）＝有効回答数

（n＝１５７） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�業務の効率化による生産
性の向上・コストの削減

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
９０ ８５ ７３ １００ １００ ７８ ９１ ９７ ９０ ８８ ８８ ８８ ８８

�企業文化や組織マイン
ド、働き方などの改革

② ② ② ③ ② ② ② ② ③ ② ② ②
５２ ５９ ３６ ６０ ７８ ６７ ５０ ７０ ３０ ５０ １３ ５０ ４６

�既存製品・サービスの高
付加価値化

③ ③ ③ ③ ② ③ ② ③
２９ ３５ ２７ ４０ ４４ ３３ ２８ １６ ３５ ３３ ２５ ３８ ３１

�現在のビジネスモデルの
変革

③ ② ② ③ ③
２７ ３５ ３６ ８０ ２２ ２２ ２４ ２４ ２０ ２９ ０ １３ ３５

�新規製品・サービスの開
発、販路の開拓

② ③ ③ ②
２２ ３２ ３６ ２０ ２２ ４４ １９ ３ ３０ ２５ ２５ １３ ２７

�その他
１ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ４

（n＝３２０） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�DXを推進できる人材が
いない

① ② ① ③ ② ① ① ② ① ③ ① ① ①
５１ ５３ ６３ ４１ ５２ ４７ ５０ ４１ ６８ ３７ ５８ ５０ ５３

�DXの効果・目的が不明 ② ① ② ① ① ③ ③ ① ②
４３ ５５ ５３ ５３ ６８ ３３ ３７ ３４ ４８ ４２ ４２ ２５ ２８

�社員全体のITリテラシー
やセキュリティ面が不安

③ ③ ② ② ① ③ ① ②
３９ ３４ ４３ １８ ３２ ４０ ４１ ４６ ４０ ３７ １６ ５０ ４７

�具体的なソリューション
や進め方が不明

③ ③ ① ③ ③ ③ ② ② ③ ③ ③
３９ ３８ ３３ ５３ ３９ ２７ ４０ ３５ ５６ ３９ ３２ ３８ ３１

�情報システム改修などの
予算がない ２１ ２５ ２７ １２ ３２ ２０ ２０ １５ ２２ ２４ ２１ ３１ １７

�その他
３ ３ ３ ０ ６ ０ ３ １ ２ ３ ５ ６ ３

〈図表４〉実際に行っている、または行う予定にあること（DXを行っている、またはこれから
行う予定にある企業が回答。複数回答）

※○内数字は業種内の順位

〈図表５〉DXを進めるにあたっての課題や、DXの取り組みを行っていない理由（複数回答）

※○内数字は業種内の順位

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３８０ １００．０％
札幌市 １３９ ３６．６ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８６ ２２．６
道 南 ３５ ９．２ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５６ １４．７ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６４ １６．８ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９９ ３８０ ５４．４％
製 造 業 １９８ １１１ ５６．１
食 料 品 ６８ ３９ ５７．４
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２０ ６０．６
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３５ ５８．３
そ の 他 の 製 造 業 ３７ １７ ４５．９
非 製 造 業 ５０１ ２６９ ５３．７
建 設 業 １３９ ７６ ５４．７
卸 売 業 １００ ５６ ５６．０
小 売 業 ９７ ４８ ４９．５
運 輸 業 ５０ ２６ ５２．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １８ ５２．９
その他の非製造業 ８１ ４５ ５５．６

業種別回答状況

臨時調査
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今回の調査では、DXに関する取り組みについて、「業務の効率化を進められる」といった

メリット面の声が聞かれた一方で、「DXに対応できる人材が不足している」「DXの進め方が

わからない」など、戸惑いの声も多く聞かれました。また、行政に対する要望としては、

DX導入に対する補助や助成などの制度の拡充、他社のDX導入事例の紹介などの声が聞かれ

ました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

５．建設業

＜製粉業＞ 日本全体としての遅れがあると

はいえ、DXの性急な推進が目立つ。ただで

さえ対応のできない企業がある中で、弱者切

り捨てになりかねない懸念がある。ものづく

りを主業にしている場合、全てDXで進めて

いくことに無理がある。また、DXが適切な

運用になっているのか、主体的に指導できる

人員が必要である。（札幌）

＜水産加工業＞ 経理業務において、実質的

に二度手間となっている伝票の起票業務の改

善など、まずは細かい部分から着手してい

る。（道東［水産缶詰］）

＜製材業＞ 現状のスタッフでは、従来の業

務に加えて新たにDXに取り組めるノウハウ

や時間もなく、DX人材は新規採用や外部委

託に頼ることになると思われる。行政には、

人材確保に係る補助金、助成金などのサポー

トを要望する。（道北［フローリング］）

＜金属製品製造業＞ 自社の製品はオーダー

メイドのため、都度の製作となり、DXの効

果はあまり望めない。できれば新製品はDX

で進めていきたい。（道東［建築金物］）

＜デンタルケア製品製造業＞ 社内に存在す

る各業務システムはそれぞれ独立していて、

今までは互換性に乏しかったが、本社の改装

工事に際して、新たな基幹システムを構築す

る予定。現在はその準備に追われている。（札

幌）

＜化学製品製造業＞ DXの取り組みの必要

性は感じているが、進め方がわからない。（札

幌［化粧品］）

＜電気工事業＞ 現在の業務がDXによって

効率化できるのか、導入してみないとわから

ないところがある。過去に導入したことがあ

るが、最終的には今までのやり方に固執して

しまい、何も変わらずに費用だけを払うこと

になった。（道央）

＜土木工事業＞ 公共工事においては、発注

の官庁によってDXの取り組みに濃淡がある

ため、デジタルとアナログの二重管理が求め

られる。汎用性において、使い勝手が悪い場

合がある。（道南）

経営のポイント

DXの取り組みにあたっては、DX人材の確保が課題
〈企業の生の声〉
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６．卸売業

７．小売業

８．運輸業

９．宿泊業

１０．その他の非製造業

＜土工・コンクリート工事業＞ 民間では電

子取引が浸透してきているが、地方公共団体

との基本契約締結、見積書、発注書、請書は

未だに紙ベースである。業務効率化の観点か

ら、行政にも電子化を進めていただきたい。

（道央）

＜食料品卸売業＞ 大規模ではなくても、従

来の運営方法からの変革が必要。費用対効果

に執着しない程度の小規模DXは事業存続に

不可欠である。行政には、企業の変革に必要

な助成や補助について、少額かつ簡易な制度

を導入してほしい。（札幌［茶］）

＜機械部品卸売業＞ DXという言葉が独り

歩きしている。取り組みの内容やその効果な

ど、具体的な情報があれば実施に向けて動き

出すきっかけになると思う。（札幌［軸受］）

＜リサイクルショップ＞ 現在、ホームペー

ジ刷新のために打ち合わせを続けており、

BtoCでの活用を模索中。事業再構築補助金

の対象になれば思い切った刷新も可能だが、

審査基準のハードルが高く申請を躊躇してし

まう。（道北）

＜燃料小売業＞ 言葉としてのDXはそれな

りに認知されているが、実際に自分たちの業

務にどのように取り入れていくか、またそれ

による効果がどの程度あるのか、などが具体

的にイメージできていない。行政に対して

は、実際にDXを導入した企業の事例や問題

点などを教えていただけると参考になると考

えている。（道東）

＜バス会社＞ テレワーク、リモート会議を

利用する企業が増えたことにより、長距離路

線の利用客が減少した。未だ回復の兆しがな

い。（道央）

＜観光ホテル＞ 宿泊予約のリアルエージェ

ントからWebへの移行が加速していること

や、慢性的な人手不足からも、ITを活用した

観光DXが今後重要になってくる。ただし、

社内に知識のある人材が少なく、導入に際し

て課題解決のためのシステムなどの選定や段

取りなど、誰かにコーディネートしてもらえ

ないとなかなか進まない。（道北）

＜観光ホテル＞ 業務の効率化やデジタル化

は非常に魅力的ではあるものの、ついてこら

れない従業員もいるのではないか、という不

安が伴う。（道北）

＜建設コンサルタント＞ DXの取り組みと

して、クラウドサービスの利用によるメール

の社外閲覧や、ワークフローなどのシステム

の社外利用、そのほかデータベース化による

社内資料の自動化などを行っている。今後

は、請求書などの書類の電子化対応を見据

え、さらなる効率化を図りたい。（札幌）

＜美容業＞ 集客戦略として、あるいはEC

販売のツールとしてDXを検討、試行してい

るが、費用に見合った効果の実感に乏しい。

（札幌）

経営のポイント
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― １１ ― ほくよう調査レポート ２０２２年４月号

創業から４６年、技術力で施設を保守管理

／次代を見据えて新たなチャレンジを推進

１９７６年設立。公共施設の保守管理や民間企業のビルメンテナンスなどを手掛ける会社。現在は、
これらの業務に加え、国内唯一の建物配管の特許技術である「SPT配管診断」、水中ロボットを使った
水道配水池点検・清掃、高感度センサーを用いた水道管路の漏水監視などにも取り組む。今回は、
同社の事業運営や経営理念、生活インフラへの思いなどについて、代表取締役にお伺いしました。

た なか よしあき

代表取締役 田中 芳章 氏

札幌市出身。札幌市勤務などを経て、２０１１年に同

社代表取締役に就任。

同氏は、１９年に（一社）日本水中ロボット調査清

掃協会会長、（一社）日本建物配管調査診断協会

代表理事に、２１年に北海道ビルメンテナンス協会

札幌地区協議会会長に就任。また、同社の配管診

断技術は、２０年に国の主催する「第４回 インフ

ラメンテナンス大賞」技術開発部門で「優秀

賞」

（１）

を受賞。

会社概要
企業名：札幌施設管理株式会社

住 所：札幌市白石区南郷通１４丁目北３番３７

号

ＴＥＬ：０１１‐８６８‐５０００（代表）

ＵＲＬ：http : //www.sapporo-sk.co.jp

設 立：１９７６年３月２２日

事業内容：施設維持管理・保守、建物配管の

寿命診断、配水池のロボット調

査・清掃、無人漏水調査など

事務所等：東京事務所（港区新橋）、道南営

業所（江差町）

従業員数：１０３名（パート含む、２２年１月末現在）

資本金：１２，０００，０００円

―最初に貴社設立の背景との事業概要などについ

て、お聞かせください―

代表：弊社が設立された昭和５０年頃は、いわゆる

ビルメンテナンス業の黎明期という時期で、施設

の機械電気設備の保守管理を行う専門業者があま

りいませんでした。そのことに着目した空調衛生

設備工事を行う企業３社が出資をして、弊社が誕

生しました。

以来４６年間、一貫して公共設備インフラなどの

保守管理に取り組んできました。技術屋の専門集

団として、建物などの健康を定期的に点検・維持

する「予防保守」にこだわりを持ち、頼れる施設

管理のプロフェッショナルチームを合言葉に、技

術力の向上に切磋琢磨してきました。

事業内容は施設設備の維持管理が中心です。受

託先は、以前は道央圏の公共施設関連に依存して

いましたが、近年では、民間も含め広く道内・道

外へと業務を拡大してきております。

☆ 公共交通機関 駅設備での保守点検

道内企業訪問

トップに聞く⑲ 札幌施設管理株式会社
代表取締役 田中 芳章 氏

（１）「インフラメンテナンス大賞」とは、国土交通省など７省が国内における社会資本のメンテナンスに係る優
れた取組や技術開発を表彰する制度。同社のSPT配管診断（後述）は、令和２年度の「第４回 インフラメン
テナンス大賞」、厚生労働省の技術開発部門で「優秀賞」を受賞。
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道内企業訪問

― １２ ―ほくよう調査レポート ２０２２年４月号

―事業展開でのターニングポイントなどがあれ

ば、お聞かせください―

代表：弊社の課題は、毎年の事業量や売上高が予

測できないことです。公共施設の保守管理は競争

入札が基本だからです。また、競合業者の増加に

加え、技術革新などで将来的に仕事が消滅する可

能性も否定できません。そうした中で企業として

生き残っていくためには、「イノベーション」で

新しい仕事を創出していくことが、非常に重要と

考えます。役所時代の経験からの官の視点も織り

交ぜて、新しい事業にチャレンジし、経営の多角

化を進めてきたところです。

具体的な事例の一つ目は、「建物配管の劣化を

非破壊で診断し、今後何年使えるかを判断する技

術（SPT配管診断）（２）」です。
うわとこよし や

この技術は、東京大学の上床美也教授との共同

で特許を取得しております。建物の配管類は早け

れば２０年くらいで更新しますが、更新の判断基準

が明確ではありません。ほとんどの方はご存じな

いと思いますが、庁舎や学校といった公共施設、

ビルやマンションなどで高額な配管更新工事を実

施したものの、結果的に配管はあまり腐食してお

らず、工事の必要性がなかったという事例が非常

に多いのです。

このSPT配管診断では事前に無駄な工事、その

ための高額な出費を省くことができます。２年前

には、国会議事堂で配管診断の仕事をさせてもら

い、高い評価を頂きました。

二つ目は、今年１月に、第５回「インフラメン

テナンス大賞」厚生労働大臣賞を頂いた「水中ロ

ボットによる水道配水池の調査及び清掃」です。

人手の足りない道内市町村の水道事業体から大変

評価されております。

そして、三つ目が「次世代型の漏水防止技術

（AIMS漏水調査）（３）」です。漏水防止作業は、深

夜に人が耳で漏水音を探し当てる音響調査が一般

的です。ただ、雨風の中や周辺の騒音があるとこ

ろでは調査が難しいという課題がありました。こ

のAIMSは高感度センサーと電波の組合せで漏水

を感知する機器システムで、安価で、積雪寒冷地

の冬期間であっても漏水検知可能な、しかも辛い

深夜作業から作業員を開放する画期的な製品で

す。

☆ X線によるSPT配管診断 ～ IP方式（特殊プ

レート利用）によるデジタル画像解析

測定断面部

☆ SPT配管診断「第４回 インフラメンテナ

ンス大賞「優秀賞」」のWeb授賞式

一方で、これらの新事業の展開には課題もあり

ます。普及が思ったより進まないことです。競争

入札が基本の官庁では、良い技術であると理解し

て頂いても、競争相手がいないとなかなか導入し

てもらえません。それでは革新的な新技術の社会

への導入が遅れたり、売れなくて日の目を見るこ

とができなくなったりします。

（２）SPT配管診断とは、建築物の給・排水配管、空調配管等の余寿命を、X線デジタル画像解析法を使用して、高
精度で判定する特許診断技術のことで、この技術で不要な配管更新を避け配管の更新費用を削減できる。

（３）AIMS（アイムス）漏水調査とは、水道管路上の仕切弁・消火栓等に最新型の無線型漏水監視ユニットを長期
間常設して、車両による保守点検パトロールのみで漏水発生状況の監視を可能とするシステム。AIMSは（一
社）日本水道管路管理協会が中心となって普及に努めており、同社は道内唯一の正会員として入会している。
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道内企業訪問

― １３ ― ほくよう調査レポート ２０２２年４月号

当社の「技術力」でお客様の信頼を獲得

／社員には給料が毎年上がる事業づくり

官庁が率先して新しい技術を採用すると、民間

への波及効果もあると思うのですが、役所は、失

敗を恐れ前例踏襲になりがちです。そうすると、

企業側も新しい技術開発などに二の足を踏んでし

まうのです。最近の日本の市場を見ていると、官

庁に限らず社会全体が、前例踏襲、事なかれ主義

に陥って、新技術の導入が進まなくなってきてい

るのではないかと憂慮しています。

幸いにもSPT診断技術に関しては、東京都や北

海道のトライアル制度（４）により、都の保有施設や

道立近代美術館などで利用して頂きました。こう

したインセンティブを拡大していけば、企業など

での新しい技術開発が促進され、官民の各種施設

等でより効率的な保守管理が広がっていくのでは

ないかと考えています。

―会社経営などで重視されていることについて、

お伺いします―

代表：経営で重視していることは、「技術力」と

「社員への利益還元」です。

当たり前のことですが、弊社は技術力が売り物

です。受注先のお客さまからの声を真摯に聞き、

それを常にフィードバックしながら全社員一丸と

なって技術の研鑽・向上に磨きをかけていくこと

が常に求められます。

施設設備の維持管理の仕事の単価は、他業種に

比べて非常に低い位置にあります。一方、社員の

方は、結婚する、子どもが生まれるなど、人それ

ぞれに異なるライフステージがあり、雇用してい

る企業もそれに対応することが求められます。社

員の所得を上げるためにも、利益率のより高い仕

事に企業としてチャレンジしていくことが不可欠

だと考えています。

併せて、弊社のような業種では、社員に安全に

働いていただくための環境を整えることも大切と

なります。実は弊社のユニフォームは、既製品に

加工を施したセミオーダーとしています。仕事が

ら多くの道具等を携帯して作業を行いますが、動

きやすいことに加え、道具類の脱落や紛失を防ぐ

ことが必要となるからです。また、作業時にはお

客さまや地域の皆さまの目に留まります。その際

☆ 配水池の水中ロボットによる調査清掃

（水道施設）

☆ 次世代型水道管路漏水情報管理システム

「AIMS」のイメージ

（４）東京都の「東京都トライアル発注認定制度」は、都内中小企業者の新規性の高い優れた新商品及び新役務
（サービス）の普及を支援するため、都が新商品等を認定してPR等を行うとともに、その一部を試験的に導
入し評価する制度。また、北海道の「新商品トライアル制度」は、生産性の向上や住民福祉の向上等に資す
る新商品・新役務を知事が認定し、販路開拓を支援する制度。
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道内企業訪問

― １４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年４月号

に、スマートなユニフォームで凛とした姿勢で仕

事をしていると、皆さまからは頼もしく思われる

し、働く本人にとっても誇りを持って作業に当た

れると思うのです。

いずれにしても、目指すべき方向は、社員が働

き続けたいと思う会社づくりです。会社を愛する

人たちが会社を支えていくということ、それが働

く人にとっても会社にとってもベストではないか

と、私はいつも考えています。

☆ 現場を支えるオリジナルユニフォーム（５）

様々な道具を収納

―人材不足が叫ばれる中、人材確保や育成にどう

対応されているのか、お伺いします―

代表：ビルメンテナンス業は、企業活動や暮らし

を支えるエッセンシャルワークです。しかし、業

界では生え抜きのプロが少なく、人材育成には時

間がかかるという課題を抱えています。

技術力を重視してきた弊社では、「エキスパー

ト」「スペシャリスト」「プロ集団」という三つの視

点から人材の育成に努めています。

まず、各種法令に基づく資格を取得するために

勉強してエキスパートになってもらう。次に実務

を経験していくことでスペシャリストに成長して

もらう。そして、プロの知識と経験を結集してプ

ロ集団を編成することで、より大きな力を発揮し

て、お客さまに喜ばれ信頼して頂ける仕事を進め

ていくということです。

また、２０１９年には「人材サービス事業（SSK

Career Center）」を新事業として立ち上げまし

た。その理由は、入札に依存する弊社の仕事は不

安定でお仕事をとれないこともある。その時に派

遣業として他社で働いてもらうことができる。ま

た、今の一般的な派遣業ではもともと自社で仕事

を持たない会社が多く、派遣先で仕事を切られる

と職を失うが、自社に仕事があれば戻ってまた仕

事が続けられる。今後は、そういう企業を目指す

べきだと考えたからです。

他にも、私は、人口減少と高齢化が進む中で

は、さまざまな分野で女性や高齢者の方々にさら

に活躍していただくことが必要になると思ってい

ます。特に、女性技術者の今後の活躍に期待をし

ているところです。一方、高齢者には、社会との

結びつきを求める方が多くいらっしゃいます。身

体能力は弱ってきても頭脳は現役並みで、たくさ

んの知識や経験を有しており、弊社の仕事を通し

てそれを社会に還元していただければ、大きな力

になると考えています。

―各種の公共インフラ等の保守管理について、ど

のようにお考えですか―

代表：以前から公共インフラ等の老朽化が問題と

なっており、行政ではすでに長寿命化対策に取り

組んでいます。高度成長期に作られたインフラが

膨大にあり、その一方で、財源的な余裕がなく、

更新できなくなってきているからです。

特に、広大な北海道では大きな問題になると懸

念しています。例えば、水道料金の値上げが報道

されたりしていますが、本道でも給水人口の減少

や予算不足のほか、管路の老朽化、水道職員の減

少・高齢化などが課題となっています。また、震

災などの災害発生時への対応についても、常に念

頭に置いておく必要があります。

（５）現場スタッフが持ち歩く仕事道具は２０アイテム程度で、その道具を胸や袖、ズボンのポケットに用途に合わ
せて収納するが、ポケットの大きさや形状を工夫することで、スムーズな道具の出し入れと落下防止を実
現。
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道内企業訪問

― １５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年４月号

皆様から頂いた恩恵に報いていきたい／

北海道の発展は道外から資金を呼び込むこと

弊社としても、この問題に積極的に取り組んで

いきたいと考えているところです。

建物に関していうと、欧州では施設や家屋を大

切に使っています。外観は古くて趣があり、成熟

した文化の香りを実感します。一方、日本では膨

大なコストをかけて作った建物を次々と取り壊

し、また新たに建て直しをしています。このた

め、海外から多くの建築資材を購入し、貴重な国

内資金が海外へと流出しています。

また、維持管理をしていてよく感じるのです

が、設備更新をするための将来の更新スペースが

十分に確保されていない建物が非常に多いので

す。この他にも、東京では、一見かっこいいガラ

ス張りのモダンなビルをよく見かけますが、熱負

荷の観点では完全に失格です。

日本が今後目指すべきは、今までのように既存

の施設をすぐ壊して建て直しするのではなく、長

寿命化と省エネ、維持管理を想定した建物づくり

を志向するとともに、既存施設もモダンにリ

ニューアルして、SDGsを達成できる社会の実現

に取り組んでいくことだと考えます。

☆ SPT配管診断で劣化度合いを見える化

（デジタル画像解析）

建設業界には、「花の建設、涙の保全」という

言葉があります。建設には大きな予算を付ける

が、保全となるとお金をケチる、地味な仕事とい

うわけです。しかし、ひとたび建物をつくると、

維持管理コストが必ずかかります。これからの施

設は、コストをかけずに古くなったらスクラップ

＆ビルドありきではなく、コストをかけても建物

の点検・保守をこまめに行い、技術に基づく診断

と改修により、建物を長持ちさせて使い続ける。

官も民も、そういう社会づくりを進めていくこと

が必要ではないでしょうか。

―これからの企業経営者に求められることについ

て、お伺いします―

代表：社長の仕事とは、「マーケティング」「イノ

ベーション」「セールス」だと考えます。お客さま

が困っていることをリサーチし、解決のための技

術力を向上させて提案する。このことが企業に

とっての社会貢献や、成長に繋がるからです。ま

た、経営者は「ジャスティス（正義）」を貫く姿

勢も大切であり、私は、仕事を判断するに当たっ

ては、この四点に徹するよう、いつも心掛けてい

ます。

私の座右の銘は「人は恩恵に包まれて生きてい

る。恩を感じる処に人生がある。」という言葉。

人生を振り返ると、どれほど多くの皆さんのお世

話になり、助けていただいたかわかりません。で

すから、その恩義に報いるよう、私も巡り合う

方々に何かできないかといつも考えるようにして

います。出会いはとても楽しいもので、お話を伺

う中で、こういう考え方もあるんだなぁと、いつ

も勉強させられます。そして、毎日、お仕事をさ

せていただくなかで、座右の銘のとおりだなぁ

と、つくづく感じているところです。

―道内企業や北海道の発展に向けたメッセージが

あれば、お聞かせください―

社長：私はゴルフが趣味で、毎年１１月、昔の職場

の仲間と締めのプレーとして、伊達市にある老舗

ゴルフ場に行きます。その帰りに必ず寄るのが壮

瞥町にあるリンゴの直売所です。そのリンゴがと

ても安くて、しかも非常に美味しいのです。そし
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― １６ ―ほくよう調査レポート ２０２２年４月号

種を播いた事業を成長させて総合コンサルへ

／理想は「世の中に貢献する自分」

ていつも思うのが、この美味しいリンゴを東京の

銀座でブランド化して売ったら、きっと直売所の

何倍もの値段で売れるだろうなぁということで

す。道内には素晴らしい農畜産物や水産物があち

こちにあります。工夫次第では道外からもっと

もっとお金を調達できるのではないかと、いつも

考えています。

北海道発展の源は、道外からの資金を道内に

引っ張ってくることだというのが、私の持論で

す。当社のSPT配管診断業務では、道内より道外

のお客さまが多いのですが、東京の方が建物が多

いだけではなく、お客さまが合理的にものごとを

考えて、弊社の技術を認めてくれることも要因の

一つだと思っています。

ほとんど資源のない日本が、食べていくために

は、海外から資金をどう引っ張ってくるか、北海

道は日本の資金のあるところからどう引っ張って

くるかという思考が、官庁・企業の根底になけれ

ばならないと考えています。

今でもスクラップしていますが、３０年前の新聞

に、これからの企業の発展のキーワードは、

「カ・ケ・イ」だという記事がありました。「環

境」「健康」「癒し」です。例えば、今日、「環境」

では、地球温暖化による異常気象、「健康」で

は、高齢化社会のためのさまざまな商品、サービ

スが求められています。また、新型コロナ禍のな

か、「癒し」ではペットブームが起こっていま

す。こうした視点から、北海道で何ができるかと

いうことを官民が一緒になって考えていくと、面

白そうなことにチャレンジができるのではないか

と考えます。

また、日本はもっと「教育」に力を入れるべき

です。今の大学生は卒業して就職すると同時に、

奨学金という借金を背負う方が多いため、高等教

育の完全無償化などで、荷物を背負わすことなく

世の中に迎え入れたいものです。

この他にも、道内には素晴らしい研究に取り組

む方が大勢いますので、北海道の特色を活かした

研究や技術開発を促進していくべきだと思いま

す。新たな技術やサービスが速やかに社会に還

元、普及できるようなインセンティブが必要にな

ることは言うまでもありません。

―会社の将来像や社長の夢などについて、お聞か

せください―

社長：今後に向けては、弊社設立から磨いてきた

技術力を活かしつつ、土木など他業種も含めた保

守管理の総合コンサルタント業に発展させていき

たいと考えています。配管診断などの新しく種を

播いた事業をしっかりと育てて、世の中の役に立

ち、皆さまに喜ばれる会社へと成長させる。そし

て、次のステップへと繋がる新たな取組にチャレ

ンジしたいと考えています。

私個人に関しては、今後とも「恩義や人との出

会い」というものを大切にして、少しでも世の中

に貢献できる人材になることが理想です。皆さま

が、恩義というものを拡大スパイラルのようにド

ンドンと循環させて広げていけば、きっと素晴ら

しい世の中になるのではないでしょうか。

☆ 札幌施設管理株式会社 社屋

（田邊 隆久）
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約２年におよぶコロナ禍のもと不動産市況がどのように推移したのか、全国・北海道・札幌市
の傾向を、Ⅰ．「令和３年都道府県地価調査の結果」、Ⅱ．「主要都市の高度利用地地価動向報告」
～地価LOOKレポート～の結果から考察してみたいと思います。次に、不動産投資市場がどのよ
うに推移したのか、Ⅲ．第４５回「不動産投資家調査」（※）の結果からみていくこととします。
（※）弊社（一般財団法人日本不動産研究所）が毎年４月と１０月の年２回不動産投資に対して
行っております「不動産投資家調査」

Ⅰ．令和３年都道府県地価調査の結果
令和３年都道府県地価調査は、令和３年７月１日時点で全国２１，４４３地点（令和２年２１，５１９地

点）を全国の不動産鑑定士が不動産の鑑定評価によって「更地として」の土地価格を求め、各都
道府県単位で取り纏めたうえで国土交通省が公表したものです。前年（令和２年都道府県地価調
査）の結果は、コロナ禍のなか、度重なる人流抑制が全国的に実施されたことから不動産市況も
全般的に停滞し、それまで上昇傾向にあった全国的な土地価格（全用途平均）は、下落に転じま
した。それから１年を経過した令和３年都道府県地価調査では、令和２年同様に、新型コロナウ
イルス感染症の拡大と縮小が反復継続する社会的・経済的な状況を背景に、全国的な土地価格
（全用途平均）は２年連続で下落となったものの、下落幅は縮小しました。

１．全国
まず、「全国」の傾向ですが、新型コロナウイルス感染症の拡大と縮小が繰り返される社会

的・経済的状況から、不動産市場に対する先行き不透明感を払拭できず、日本の地価は前年同様
に下落となりました。ただし、前年の新型コロナウイルス感染症による不動産市場に与えた
ショックは、一部でやわらぎ、下落幅は縮小しています。
令和２年の住宅地・商業地・工業地・林地の全用途平均の平均変動率が３年ぶりに▲０．６％と
下落に転じましたが、令和３年の全用途平均変動率は▲０．４％下落と下落幅が縮小しています。

令和３年都道府県地価調査結果（２０２１年７月１日時点）
全国：全用途平均で２年連続下落も下落幅は縮小
R２．７．１～R３．７．１：新型コロナウイルス感染症の拡大と縮小が繰り返される社会的・経済的

状況から全用途平均は２年連続の下落となったが、下落幅は縮小した。
用途別では、住宅地は下落率が縮小し、商業地は下落幅が拡大した。

資料：国土交通省の令和３年都道府県地価調査の概要

次に主要用途である「住宅地」・「商業地」について全国的な傾向をみてみると、住宅地につい
ては、全国平均で変動率は引き続き下落したものの、下落幅は縮小する結果となりました。これ
は、コロナ禍に対する各種対策から雇用不安は一定程度抑えられ、低金利住宅ローンの継続や住
宅ローン減税の実施等によって住宅取得環境は良好な状態を維持したことから、住宅地の地価
は、下落幅が縮小したと考えられます。
商業地については、昨年５年ぶりに下落となりましたが、下落の勢いを止めることができず、
下落幅は拡大した結果となりました。これは、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う抑制策の
一環として飲食店等への営業時間短縮や営業自粛の要請がなされ、また人流抑制による観光需要
の減少などもあって、全国の商業施設やホテルなどの商業地に対する需要の減退や、新型コロナ

コロナ下の不動産市況

経営のアドバイス

一般財団法人 日本不動産研究所 北海道支社
支社長 石川 勝利
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ウイルス感染症の収束に対する不透明感から、商業地の地価は下落幅が拡大したものと考えられ
ます。

令和３年都道府県地価調査結果（２０２１年７月１日時点）
・住宅地
全国の住宅地の平均変動率は、前年に続き下落となったものの下落幅は縮小した。
東京圏・名古屋圏：前年の下落から、上昇に転じた。
大阪圏：前年に続き下落となったものの、下落幅は縮小した。
地方四市（札幌・仙台・広島・福岡）：前年に続き上昇を維持し、上昇幅は拡大した。
・商業地
全国の商業地の平均変動率は、前年に続き下落となり、下落幅は拡大した。
東京圏：上昇を維持したものの、上昇幅は縮小した。
大阪圏：前年の上昇から、下落に転じた。
名古屋圏：前年の下落から、上昇に転じた。
地方四市（札幌・仙台・広島・福岡）： 上昇を維持したが、上昇幅は縮小した。
資料：国土交通省の令和３年都道府県地価調査の概要

２．北海道
北海道では、道内１，０２９地点（宅地１，０１１地点・林地１８地点）で調査が行われました。道内の多

くの市町村では、依然として土地価格の下落が継続しているものの、札幌市及び札幌市近郊での
住宅需要の拡大や、流通業務用地等の工場地に対する需要拡大による価格上昇から、宅地の全用
途平均が０．１％となり、前年の▲０．５％から上昇に転じました。
道内の市町村別に主要用途である住宅地・商業地の平均変動率についてみてみますと、住宅地
では、多くの町村で下落が続いているものの下落幅は縮小し、札幌市及び札幌市を除く市では上
昇となっています。商業地では、前年に引き続き新型コロナウイルス感染症による影響を強く受
け、札幌市の商業地でも地価上昇幅が縮小したことから、結果として商業地の平均変動率は、下
落幅が拡大する結果となりました。

令和３年度北海道の地価調査結果（２０２１年７月１日時点）
・住宅地：平均変動率は、札幌市に加え、石狩管内全市の上昇幅が拡大したことなどから、

平成３年以来３０年ぶりに地価は上昇に転じた。
・商業地：平均変動率は、札幌市において地価上昇が続いているものの、一部の商業地で新

型コロナウイルス感染症の影響が生じ上昇幅が縮小したことなどから、２年連続
で下落した。

資料：北海道の令和３年度（２０２１年度）北海道地価調査書

３．札幌市
住宅地については、コロナ禍であっても不動産取引が粛々と行われ、前年の変動率をやや上回
る平均変動率となっています。根強い人気の中央区では、供給物件が少なく価格も高額となって
いることから、新規需要者は相対的に割安感・値頃感の見られる周辺区の生活利便性の高い住宅
地へと需要が分散しており、中央区の周辺区部で高い地価上昇率がみられます。
商業地については、新型コロナウイルス感染拡大防止策が数度にわたって実施されたことか

ら、すすきの地区等の飲食店や大型商業施設で売上減少がみられ、観光需要の減少により市内の
ホテル稼働率が減少しています。このため、こうした商業施設やホテル需要の減退がみられたこ
とから、上昇幅は縮小したと考えられます。
札幌市内の住宅地と商業地の価格上位の動向についてみてみますと、住宅地では、価格順位１
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位の中央区宮ヶ丘２丁目周辺ではマンション開発が複数進み街並みに変化がみられることなどか
ら、上昇幅は拡大しました。商業地では、オフィス街の調査地点では上昇を保っていますが、前
年の上昇率と比較して上昇幅は縮小しています。また、飲食店を中心としたエリアでは変動率が
急激に低下し、実質下落にあることが窺われます。

令和３年度北海道（札幌市）の地価調査結果（２０２１年７月１日時点）

順位 前回順位 基準地番号 所在 R３価格 R２価格 R３変動率 R２変動率

１ １ 札幌中央‐５ 中央区宮ヶ丘２丁目 ３３７，０００ ３０７，０００ ９．８％ ９．３％

２ ２ 札幌中央‐１ 中央区宮の森３条５丁目 ２２２，０００ ２１２，０００ ４．７％ ６．０％

３ ３ 札幌中央‐２ 中央区南１８条西８丁目 １７８，０００ １６８，０００ ６．０％ ８．４％

４ ４ 札幌白石‐６ 白石区南郷通７丁目南 １６２，０００ １５４，０００ ５．２％ １０．０％

５ ６ 札幌北‐１１ 北区北２０条西２丁目 １６０，０００ １５０，０００ ６．７％ ７．１％

５ ６ 札幌豊平‐６ 豊平区美園７条１丁目 １６０，０００ １５０，０００ ６．７％ ６．４％

５ ５ 札幌西‐２ 西区二十四軒４条５丁目 １６０，０００ １５２，０００ ５．３％ ６．３％

順位 前回順位 基準地番号 所在 R３価格 R２価格 R３変動率 R２変動率

１ １ 札幌中央５‐１ 中央区北３条西２丁目 ４，０００，０００３，８３０，０００ ４．４％ ８．２％

２ ２ 札幌中央５‐２ 中央区大通西６丁目 ２，２５０，０００２，１８０，０００ ３．２％ １０．７％

３ ３ 札幌北５‐２ 北区北７条西２丁目 １，８２０，０００１，６７０，０００ ９．０％ １１．３％

４ ４ 札幌中央５‐５ 中央区南２条西５丁目 １，５３０，０００１，５３０，０００ ０．０％ ４．８％

５ ５ 札幌中央５‐３ 中央区大通西１０丁目 ９８２，０００ ９５３，０００ ３．０％ ８．３％

住宅地 価格上位

商業地 価格上位

資料：北海道の令和３年度（２０２１年度）北海道地価調査書

Ⅱ．主要都市の高度利用地地価動向報告～地価LOOKレポート～
主要都市の高度利用地地価動向報告（以下、地価LOOKレポート）は、三大都市圏及び地方中
心都市等において特に地価動向を把握する必要性の高い地区の地価動向を、四半期毎に不動産鑑
定士が不動産の鑑定評価に準じた方法によって把握し、その結果を国土交通省が集約して公表し
ているものです。上述のⅠ．都道府県地価調査の結果や、本稿では取り上げていませんが地価公
示は、毎年７月１日（地価調査）・１月１日（地価公示）を価格基準日として、全国の不動産鑑定
士が不動産の鑑定評価によって調査地点を「更地として」鑑定評価するものですが、半年毎の調
査であるため、その間の動向、特に注目度の高い主要都市の高度利用地について、四半期毎に地
価動向を調査することで全国の地価動向をタイムリーに補完したものです。なお、地価LOOKレ
ポートでは、調査地区の具体の価格が示される訳ではなく、調査地区の地価動向を四半期毎に変
動率として９区分（※）で表示したものです。
ここでは、コロナ禍の令和２・３年（２０２０年１月１日～２０２２年１月１日）までの２年間の地価

LOOKレポートから、コロナ禍の札幌市等の主要地方都市や東京・大阪・名古屋の三大都市の地
価動向について、四半期毎の推移をみていきたいと思います。
（※）変動率

上 昇：６％以上、３％以上６％未満、０％超３％未満
横這い：０％
下 落：０％超３％未満、３％以上６％未満、６％以上９％未満、９％以上１２％未満、１２％以上

１．住宅地
コロナ禍の令和２年第１四半期（２０２０／１／１～４／１）～令和３年度第４四半期（２０２１／１０

／１～２０２２／１／１）までの、札幌・仙台・広島・福岡の主要地方都市における高度利用地の
「住宅地（マンション）」における地価動向は、令和２年第１四半期に福岡で価格下落（その後は
０％横這い又は０％超３％未満上昇）がみられたのを除き、主要地方都市の札幌・仙台・広島で
は価格下落することなく０％横這い・０％超３％未満・３％以上６％未満の上昇となっていま
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都市名

行政区地区

２０２０年 ２０２１年

令和２年

第１四半期

令和２年

第２四半期

令和２年

第３四半期

令和２年

第４四半期

令和３年

第１四半期

令和３年

第２四半期

令和３年

第３四半期

令和３年

第４四半期

２０２０／１／１～

２０２０／４／１

２０２０／４／１～

２０２０／７／１

２０２０／７／１～

２０２０／１０／１

２０２０／１０／１～

２０２１／１／１

２０２１／１／１～

２０２１／４／１

２０２１／４／１～

２０２１／７／１

２０２１／７／１～

２０２１／１０／１

２０２１／１０／１～

２０２２／１／１

札幌

中央区宮の森

０％

横這い

０％

横這い

０％

横這い

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

仙台

青葉区錦町

３％以上～６％未満

上昇

０％

横這い

０％

横這い

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

広島

中区白島

０％超～３％未満

上昇

０％

横這い

０％

横這い

０％

横這い

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

福岡

中央区大濠

０％超～３％未満

下落

０％

横這い

０％

横這い

０％

横這い

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

東京（※）

千代田区番町

０％

横這い

０％

横這い

０％

横這い

０％

横這い

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

名古屋（※）

東区大曽根

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

下落

０％超～３％未満

下落

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

大阪（※）

福島区福島

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

下落

０％超～３％未満

下落

０％超～３％未満

下落

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

※ 東京・名古屋・大阪は複数地点が設定されているため上記地点を記載

都市名

行政区地区

２０２０年 ２０２１年

令和２年

第１四半期

令和２年

第２四半期

令和２年

第３四半期

令和２年

第４四半期

令和３年

第１四半期

令和３年

第２四半期

令和３年

第３四半期

令和３年

第４四半期

２０２０／１／１～

２０２０／４／１

２０２０／４／１～

２０２０／７／１

２０２０／７／１～

２０２０／１０／１

２０２０／１０／１～

２０２１／１／１

２０２１／１／１～

２０２１／４／１

２０２１／４／１～

２０２１／７／１

２０２１／７／１～

２０２１／１０／１

２０２１／１０／１～

２０２２／１／１

札幌

中央区駅前通

０％

横這い

０％

横這い

３％以上～６％未満

上昇

０％

横這い

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

仙台

青葉区中央１丁目

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％

横這い

０％超～３％未満

上昇

０％

横這い

０％

横這い

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

広島

中区紙屋町

０％超～３％未満

上昇

０％

横這い

０％

横這い

０％

横這い

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

福岡

博多区博多駅周辺

０％超～３％未満

上昇

０％

横這い

０％

横這い

０％

横這い

０％

横這い

０％

横這い

０％

横這い

０％

横這い

東京（※）

千代田区丸の内

０％超～２％未満

上昇

０％

横這い

０％超～３％未満

下落

０％

横這い

０％

横這い

０％超～３％未満

下落

０％超～３％未満

下落

０％超～３％未満

下落

名古屋（※）

中村区名駅駅前

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

下落

０％超～３％未満

下落

０％

横這い

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

０％超～３％未満

上昇

大阪（※）

北区西梅田

３％以上～６％未満

上昇

０％超～３％未満

下落

０％超～３％未満

下落

０％超～３％未満

下落

０％超～３％未満

下落

０％超～３％未満

下落

０％超～３％未満

下落

０％

横這い

※ 東京・名古屋・大阪は複数地点が設定されているため上記地点を記載

す。コロナ禍前の地価変動率と比べて上昇率は緩和しているものの、コロナ禍による影響は最小
限又はほとんどその影響を受けず、令和３年（２０２１年）は一貫して地価上昇となっています。
三大都市では、東京（千代田区番町）が価格下落することなく、０％横這い又は０％超３％未
満の上昇となったものの、名古屋（東区大曽根）が令和２年第２・第３四半期の２期連続で０％
超３％未満の下落、大阪（福島区福島）が令和２年第２・第３・第４四半期の３期連続で０％超
３％未満の下落となっており、都市によって違いがみられました。ただし、令和３年（２０２１年）
に入ってからは、東京・名古屋・大阪の三大都市でも一貫して地価上昇となっています。

資料：国土交通省 不動産・建設経済局 地価調査課 主要都市の高度利用地地価動向報告～地価LOOKレポート

２．商業地
札幌・仙台・広島・福岡の主要地方都市における高度利用地の「商業地（オフィス）」におけ
る地価動向は、価格下落することなく０％横這い・０％超３％未満・３％以上６％未満の上昇と
なっています。コロナ禍前の地価変動率と比べて上昇率は緩和してはいるものの、住宅地と同様
に、新型コロナウイルス感染症による影響は最小限又はほとんどその影響を受けず、令和３年
（２０２１年）は下落することなく、横這い又は上昇となっています。
三大都市の東京（千代田区丸の内）は、令和２年第３四半期及び令和３年第２～第４四半期で
０％超３％未満の下落となっており、地価は弱含みの状況となっています。名古屋（中村区名駅
駅前）は、令和２年第２・第３四半期で０％超３％未満の下落となった後、令和２年第４四半期
に横這いを経て、令和３年は０％超３％未満の上昇となっています。大阪（北区西梅田）は、令
和２年第１四半期に３％以上６％未満の上昇をみたものの、その後は令和２年第２～令和３年第
３四半期までの６期連続で０％超３％未満の下落となっています。商業地については、主要地方
都市と三大都市では大きく異なる地価変動がみられ、コロナ禍の影響は地価の高い大都市ほど、
強く影響を受けていることが窺えます。

資料：国土交通省 不動産・建設経済局 地価調査課 主要都市の高度利用地地価動向報告～地価LOOKレポート
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ａ．Aクラスビル（オフィスビル）の期待利回り

【期待利回り：東京都】

【期待利回り：主な政令指定都市】

ｂ．賃貸住宅一棟（ワンルームタイプ）の期待利回り

Ⅲ．第４５回「不動産投資家調査」の結果
第４５回「不動産投資家調査」は、下記の方法で実施し弊社ホームページで公表しました。
■調査方法：アンケート用紙への回答記入（原則として、電子メールまたは郵送）
■調査対象：アセット・マネージャー、アレンジャー、開発業（デベロッパー）、保険会社

（生損保）、商業銀行・レンダー、投資銀行、年金基金、不動産賃貸等 １８８社
■調査時点：２０２１年１０月１日（前回調査２０２１年４月１日、第１回調査１９９９年４月１日）
■回答社数：１４８社（回答率７８．７％）
■利用上の留意点：集計結果の代表値として、中央値を採用している。
■期待利回り：投資価値の判断（計算）に使われる還元利回りを指す。通常、純収益（NOI）を期待

利回りで割ったものが投資価値となる。
調査結果
１．投資用不動産の利回り動向
【全国的な傾向】

期待利回りは、オフィスや住宅、物流施設で前回調査からの低下が多くみられた。
オフィスについては、「東京・丸の内、大手町」の期待利回りが前回比０．１㌽低下し
た。緩和的な金融環境の下、優良物件への選好度の高まりが要因とみられる。
住宅については、０．１～０．３㌽低下しコロナ禍で住宅の安定性が再認識された。
都心型商業施設やホテルは前回比横ばいが多くを占めたが、一部の調査地区では前回
比０．１㌽程度の低下という変化もみられた。

【札幌市の特徴】
札幌市の特徴としては、前期（２０２１／４時点）全国で唯一期待利回りの低下をみたA
クラスビルが今期横這いとなった。賃貸住宅はワンルームタイプの期待利回りが０．２
㌽低下した。商業店舗、宿泊特化型ホテルの期待利回りが今期横這いとなった。
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【期待利回り：ワンルームタイプ】

【期待利回り：ファミリータイプ】

ｃ．商業店舗の期待利回り

【期待利回り：都心型高級専門店】

【期待利回り：郊外型ショッピングセンター】

ｄ．宿泊特化型ホテルの期待利回り

【期待利回り：宿泊特化型ホテル】

【主要地方都市Aクラスビル（オフィス）の期待利回りの比較推移】
主要地方都市（札幌・仙台・広島・福岡）Aクラスビル（オフィス）の２００４年４月か
ら２０２１年１０月までの推移を示したものが、後記グラフである。２００８年９月に投資銀行
のリーマン・ブラザーズ・ホールディンクスが経営破綻したことにより世界規模の金
融危機が発生した、いわゆるリーマンショック時には、札幌をはじめ主要地方都市で
も長期にわたってAクラスビル（オフィス）の期待利回りは上昇し、不動産投資市場
の悪化がみられた。一方、今回のコロナ禍の不動産投資市場では、リーマンショック
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時のような期待利回りの変化はみられず、不動産投資市場は安定的に推移しているこ
とが窺える。

２．今後１年間の不動産投資に関する考え方
「新規投資を積極的に行う。」との回答が９５％で、前回比１㌽上昇した。一方、「当
面、新規投資を控える。」との回答は５％で、前回比２㌽低下した。

Ⅳ．おわりに
約２年にも及ぶコロナ禍のなかで、不動産市場がどのように推移してきたのかみてきました。
新型コロナウイルス感染症による感染拡大と縮小が繰り返されたコロナ禍の約２年間では、感染
防止策として度々人流抑制が実施されたことから、飲食・物販・娯楽施設等に加えて、ホテル等
の観光施設等の商業施設で、売上減少による影響を強く受けています。一方で、政府等による各
種支援策が実施されるとともに金融支援も併せて行われていることから、不動産のテナント・
オーナー両者の負担は一定程度軽減されています。こうした各種施策が、２年にも及ぶコロナ禍
という特異な社会的・経済的状況を背景とした不動産市況を、かつてのリーマンショック後のよ
うな金融資本市場の機能不全と景気鈍化が増幅し、不動産市況が悪化する事態を招来させること
なく、不動産市場の安定化の下支えになってきたとも考えられます。
札幌市内中心部のビジネス地区（オフィス）については、コロナ禍であっても再開発・建替事
業が数多く進められているとともに、新たな再開発・建替事業が数多く計画されています。コロ
ナ禍の２年間は新規オフィスビルの供給よりも、老朽化したビルの建替事業にともなうオフィス
ビルからの移転需要が多かったことから、札幌ビジネス地区のオフィス平均賃料は若干凸凹はあ
りますが概ね上昇トレンドで安定的に推移していました。同様に空室率についても１％程度の上
下変動で安定的に推移しました。一方、コロナ禍の東京ビジネス地区では、２０２０年のオリンピッ
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ク（１年延期で実施は２０２１年）に向けた再開発や建替事業が進んでいたことから、ビジネス地区
での新規供給が多かったことに加え、札幌と比較して各段に通勤時間の長い東京でのテレワーク
が加速したことや、テレワークに適したIT企業が東京ビジネス地区から移転したことなども相
俟って、空室率は大きく拡大しています。コロナ禍のビジネス地区に対する影響は、札幌等の地
方主要都市よりも東京等の大都市で影響が大きくなっています。

資料：株式会社三鬼商事

札幌市内の住宅地については、先日札幌市の人口減少が大きく報道されましたが、世帯数は増
加しており、核家族化が進む現在の札幌市では住宅取得需要は根強く、コロナ禍をとおして住宅
ローンは低金利を維持し、住宅ローン減税も実施されたことから、住宅取得環境は良好な状態を
維持し住宅地の価格は上昇基調が続きました。現在も住宅ローンは低金利を維持しており、２０２２
年度も引き続き住宅ローン減税が実施されることから、コロナ禍による先行き不透明感はあるに
せよ、個人の住宅取得環境は良好な状態が維持されています。
約２年に及ぶコロナ禍の札幌市内の不動産市場のなかで、細分化したオフィス市場・住宅市場
では、コロナ禍であっても大きな変動はみられず安定的に推移してきました。一方で、飲食・物
販・娯楽施設等やホテル等の観光施設等が集積する商業地では、コロナ禍の影響を強く受けてい
ます。こうした商業地については、今後新型コロナウイルス感染症の収束をみたとしても、コロ
ナ禍前の水準に戻すまでには相応の時間を要することが懸念されますが、不動産投資のプロであ
る投資家は、既にコロナ禍前の水準まで新規投資意欲を回復させており、アフターコロナ禍を見
据えて、都心型高級専門店については名古屋・神戸・福岡で、宿泊特化型ホテルについても仙
台・名古屋・福岡でそれぞれ期待利回りの低下が見られるなど、不動産投資市場は、コロナ禍と
いえども止まることなく動きを強めていると感じています。
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図表１ 世界の商標出願件数上位１０機関（２０２０）

出典：「World Intellectual Property Organization, World Intellectual Property Indicators 2021」（加筆作成）

はじめに

新型コロナ禍の影響により、未だ世界的に人的往来や貿易は正常化しておらず、経済も多大な

ダメージを受けています。こうした世界経済の減速にもかかわらず、全世界的に商標出願数は増

えており、２０２０年は推定１，３４０万件（前年比１６．５％増）の商標登録が出願されています。そのう

ち、なんと９３４万件以上が中国での出願です。

１．商標とは

日本では中国の商標問題がたびたび話題となりますが、そもそも「商標」とは何のことを指す

のでしょうか。商標とは、事業者が、自己（自社）の取り扱う商品・サービスを他人（他社）の

ものと区別するために使用するマーク（識別標識）です（１）。

企業活動においては、自社名、自社ブランド、商品名等が該当します。商品を購入するときに

は、会社名やブランド名で判断する人も多いのではないでしょうか。商標は企業の顔であり、品

質、安心、信頼などを表す指標ともなり得るため、企業とともに成長し、企業イメージに直結す

る非常に大事な存在です。

この「商標」を保護する権利のことを、「商標権」といいます。商標権には、文字、図形、記

アジアニュース

中国の商標問題
北洋銀行 大連駐在員事務所

副所長 八十嶋 平

（１）商標の説明については、特許庁のHP、商標制度の概要・「１．商標とは」による。
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号、立体形状、そして、これらの組み合わせといった種類があり、所有することにより信用を確

保し、第三者に勝手に商標を使われるなどの外的リスクからブランドのイメージを保護します。

２．日本と中国の違い

商標法上、商標の登録は「先願主義」、つまり先に出願した人が商標登録をすることができま

す。そのため、以前からある商標を使用していた事業者も、他者に先に商標登録されてしまう

と、以降はその商標が使えなくなってしまいます。

このため、日本では、「先使用権」が認められています。先使用権とは、商標登録以前から国

内で該当商標を使用していた者に認められる権利です。これにより先使用権者は商標権を主張す

ることができ、権利を保護できます。

一方、中国では、この先使用権が認められていません。

３．中国商標制度の問題点

このため、中国で先使用権がないことを悪用し、第三者が無断で有名企業名や商品名、あるい

は、それらに類似した名称を商標出願する「冒認出願」が問題となっています。

彼らはまず、日本国内で人気が出ているが、中国ではあまり知られていない商品名等を中国で

大量に申請します。そうして取得した商標権を、いざ日本企業が中国国内で自社商品を販売しよ

うとしたときに、商標権の権利侵害を主張し、商標権を高額で日本企業に買い戻させることを目

的としているのです。また、時には自ら類似商品を販売する場合もあり、商品イメージを傷つけ

られる可能性もあります。

これにより、日本をはじめとした世界の多くの企業が商標権を他社に取られ、その対応に苦労

しています。

４．日本企業への影響

過去には、北海道のある食品企業も、気づかぬうちに自社商品の商標権を第三者に取得されて

いた事例がありました。幸いにも、商標権を取得していた企業が商標権の譲渡に応じたため、無

事商標権を取り返すことができましたが、譲渡手続きには１０，０００元（約１８万円、１元＝１８円換

算）程度の費用が発生し、手続き終了までには約１年を要しました。

もちろん、交渉がうまくいくとは限りません。生活用品を取り扱うある日本の大手企業も、同

じく中国の企業に自社ブランド名を商標登録されていたため、交渉を試みましたが決裂し、日本

企業が裁判を起こしました。しかし、訴えは却下されたのみならず、逆に多額の賠償金支払いを

命じられた上、中国におけるブランド名の変更を余儀なくされました。

このような事例は決して特別なことではなく、他国の有名ブランドでも同様の事例がありま

す。中国において、一度取得された商標権を取り戻すのは相当な労力や金銭を要するのです。ま

た、こういった冒認出願の被害は、海外に進出している一部の有名企業に限った話ではなく、海

外進出していない国内企業にも起こり得る話です。たとえば、日本では、新型コロナ禍前におい

て、中国人旅行客による爆買いがブームとなりましたが、中国で話題となった日本商品や飲食店

ｏ．３０８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２９　アジアニュース  2022.03.11 19.27.24  Page 26 



アジアニュース

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０２２年４月号

図表２ 中国国内のECモールで販売されている日本商品（例示）

出典：淘宝（Taobao）

が、被害の対象になった事例もありました。

新型コロナ禍で旅行客はいなくなりましたが、その分、中国国内のECモールで商品の売買が

盛んとなりました。中国のネット上では多くの日本商品が販売され、わざわざ旅行をしなくて

も、様々なコンテンツを通じて日本商品を気軽に手にすることができます。

新型コロナ禍前に比べ、むしろ幅広い層の人々が、日本商品を目にすることができるように

なったともいえます。そして、これらの商品も被害対象となっている事例があります。

こうした状況は、日本企業にとっては中国市場への進出のチャンスですが、それと同時に、冒

認出願のリスクが高まっているともいえます。

私たち日本人が思っている以上に、中国では日本商品が知られています。

５．中国政府の冒認出願への対応

司法制度の欠如は、経済や金融の発展にとって大きな障害になります。中国では、訴訟におい

て処理に時間を要する、専門の裁判官がいない、政治的干渉を受けるなどの問題が起きていたた

め、ここ数年、知的財産専門裁判所の制度整備が進められてきました。

今では、専門裁判所では専門の裁判官による手続きが行われ、従来に比べ３５％早く処理される

ようになりました（Li & Ponticelli 2020）（２）。

（２）Li, Bo & Ponticelli, Jacopo, 2020. "Going Bankrupt in China," CEPR Discussion Papers, 15007, C.E.P.R. Discussion
Papers. p.25.

ｏ．３０８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２９　アジアニュース  2022.03.14 16.48.55  Page 27 



アジアニュース

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０２２年４月号

図表３ 中国国家知的財産所有権局商標局HP（商標登録の検索サイト）

このように、他の様々な問題に対しては対策を講じている中国政府ですが、「冒認出願」に対

してはどうでしょうか。直近の２０１９年４月に改正された「中華人民共和国商標法」においても、

先使用権に関しては変更がありませんでした。

外資企業においては、中国では商標権に対する考え方が違うと理解し、冒認出願への中国政府

の対策を待つのではなく、自発的にリスクへの対策を講じていく必要があります。

６．外資企業の対策

また、商標権がない商品を中国市場で使用した場合、冒認出願で取得された他社の権利を知ら

ぬ間に侵害してしまい、逆に訴訟を起こされるといったリスクも考えられます。

中国市場に進出するためには（時にはしない場合でも）、中国での商標登録を行うということ

が非常に大切となります。

商標権取得にかかる費用は、１件当たり５，５００元（約９万９千円）程度です。事前に商標権を

取得するのか、あるいは、第三者に商標権を取得されてから、多大な労力と費用をかけて譲渡手

続きや訴訟等を行うのか、各企業において判断をする必要があります。

７．駐在員事務所の活用

まずは、中国国家知的財産所有権局商標局のHPから、中国国内の商標登録の検索を行うこと

がスタートとなります。もちろん、当事務所で代わりに検索することもできます。
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図表４ 北海道に関連する商標名（例示）

出典（図表３、４）：国家知 局商 局中国商 网

また、出願においては、北洋銀行大連駐在員事務所でサポートできるほか、特許庁の補助金を

使うことができます。北洋銀行の国際部から関連機関の窓口をご紹介させていただくことも可能

です。

北洋銀行大連駐在員事務所は、知的財産権取得のお手伝いのほか、市場調査や現地企業のご紹

介をはじめとした様々なサポートを行っております。ぜひお気軽に、営業店担当者または国際部

にお問い合わせください。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．７ △５．６ ９９．９ △３．８ ９２．２ △６．１ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．１ ９０．４ △９．５ ８３．３ △９．７ ８９．２ △９．８ ８５．３ △２１．６ ９１．７ △９．８

２０２０年１０～１２月 ８４．４ ５．８ ９３．９ ５．７ ８４．４ ５．４ ９３．０ ５．９ ９１．７ △１１．０ ９６．０ △１．６
２０２１年１～３月 ８７．２ ３．３ ９６．６ ２．９ ８７．７ ３．９ ９４．９ ２．０ ８８．０ △４．０ ９４．８ △１．３

４～６月 ９０．１ ３．３ ９７．７ １．１ ９２．８ ５．８ ９５．６ ０．７ ８６．７ △１．５ ９５．７ ０．９
７～９月 ９０．７ ０．７ ９４．１ △３．７ ９１．９ △１．０ ９１．７ △４．１ ８８．７ ２．３ ９８．１ ２．５
１０～１２月 r ８５．９ △５．３ ９５．０ １．０ r ８６．０ △６．４ ９３．１ １．５ r ８８．８ ０．１ １００．８ ２．８

２０２１年 １月 ８６．８ ２．１ ９６．９ ３．１ ８６．０ １．７ ９５．６ ２．９ ９２．０ ０．３ ９５．１ △０．９
２月 ８７．２ ０．５ ９５．６ △１．３ ８８．２ ２．６ ９４．４ △１．３ ８９．２ △３．０ ９４．４ △０．７
３月 ８７．６ ０．５ ９７．２ １．７ ８９．０ ０．９ ９４．８ ０．４ ８８．０ △１．３ ９４．８ ０．４
４月 ８９．７ ２．４ １００．０ ２．９ ９２．０ ３．４ ９７．７ ３．１ ８７．３ △０．８ ９４．７ △０．１
５月 ８９．２ △０．６ ９３．５ △６．５ ９２．８ ０．９ ９２．３ △５．５ ８７．７ ０．５ ９３．７ △１．１
６月 ９１．３ ２．４ ９９．６ ６．５ ９３．５ ０．８ ９６．７ ４．８ ８６．７ △１．１ ９５．７ ２．１
７月 ９３．９ ２．８ ９８．１ △１．５ ９４．９ １．５ ９６．４ △０．３ ８７．５ ０．９ ９５．０ △０．７
８月 ９０．７ △３．４ ９４．６ △３．６ ９１．８ △３．３ ９２．２ △４．４ ８７．３ △０．２ ９４．９ △０．１
９月 ８７．５ △３．５ ８９．５ △５．４ ８８．９ △３．２ ８６．６ △６．１ ８８．７ １．６ ９８．１ ３．４
１０月 ８６．２ △１．５ ９１．１ １．８ ８７．０ △２．１ ８８．７ ２．４ ９０．５ ２．０ ９８．７ ０．６
１１月 ８５．９ △０．３ ９７．５ ７．０ ８６．２ △０．９ ９５．３ ７．４ ８９．９ △０．７ １００．７ ２．０
１２月 r ８５．７ △０．２ ９６．５ △１．０ r ８４．８ △１．６ ９５．４ ０．１ r ８８．８ △１．２ １００．８ ０．１

２０２２年 １月 p８８．４ ３．２ ９５．７ △０．８ p８７．９ ３．７ ９３．９ △１．６ p９２．９ ４．６ ９９．４ △１．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７ △０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６ △１．４ １９３，４５７ △１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１ △３．４ １９６，２９７ △５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８５ ２．９

２０２０年１０～１２月 ２６２，０２２ △１．６ ５４，１２０ △１．２ ４１，６４３ △２１．６ １４，８２５ △１１．６ ２２０，３７９ ３．５ ３９，２９５ ３．６
２０２１年１～３月 ２３７，０２３ △１．４ ４７，９４９ △２．１ ３５，９３１ △９．９ １１，７３６ △１０．１ ２０１，０９３ ０．２ ３６，２１２ ０．６

４～６月 ２３４，１１９ ２．５ ４７，３５６ ５．８ ２９，３８５ ３７．１ １０，４２２ ４０．９ ２０４，７３４ △１．１ ３６，９３４ △１．１
７～９月 ２３９，５８４ △１．３ ４８，７７９ △１．４ ３２，７５９ △９．４ １１，０９９ △４．８ ２０６，８２５ ０．１ ３７，６７９ △０．４
１０～１２月 ２６５，８５０ １．５ ５４，９８８ １．６ ４７，１２６ １３．２ １５，７７３ ６．４ ２１８，７２４ △０．８ ３９，２１６ △０．２

２０２１年 １月 ８０，６２４ △５．６ １６，２８２ △５．８ １１，２３３ △３６．３ ３，６３６ △３０．２ ６９，３９１ ２．５ １２，６４６ ４．８
２月 ７４，６６１ △２．４ １４，９６７ △３．３ １１，０００ △９．４ ３，５８１ △１１．８ ６３，６６１ △１．４ １１，３８５ △０．８
３月 ８１，７３９ ４．２ １６，７００ ２．８ １３，６９７ ３６．０ ４，５１９ １９．３ ６８，０４１ △０．５ １２，１８１ △２．２
４月 ７７，９４２ ７．８ １５，５２５ １５．７ １０，８０１ ９９．７ ３，５３６ １５３．１ ６７，１４２ ０．４ １１，９９０ △０．２
５月 ７６，７６７ ３．７ １５，４１０ ６．０ ８，０８４ １１６．３ ２，７６８ ５８．８ ６８，６８３ △２．３ １２，６４２ △１．２
６月 ７９，４１０ △３．４ １６，４２１ △２．２ １０，５０１ △１４．５ ４，１１８ △３．３ ６８，９０９ △１．４ １２，３０３ △１．８
７月 ８２，１３４ ０．１ １７，１３７ １．３ １２，０８６ △５．０ ４，４５８ ２．６ ７０，０４９ １．１ １２，６７９ ０．８
８月 ８０，８７６ △２．７ １６，０７８ △４．８ ９，７７０ △１４．４ ３，１０２ △１３．９ ７１，１０６ △０．８ １２，９７６ △２．３
９月 ７６，５７４ △１．３ １５，５６４ △０．７ １０，９０４ △９．１ ３，５４０ △４．５ ６５，６７０ ０．１ １２，０２４ ０．４
１０月 ８０，２７２ ２．２ １６，５１８ １．３ １３，３６３ ３．７ ４，２６５ ２．５ ６６，９０９ １．９ １２，２５３ ０．９
１１月 ８１，９７９ ２．１ １７，０７８ １．８ １４，３００ ２５．０ ４，９７５ ７．５ ６７，６７９ △１．７ １２，１０３ △０．４
１２月 １０３，５９９ ０．４ ２１，３９２ １．７ １９，４６４ １２．４ ６，５３２ ８．３ ８４，１３６ △２．０ １４，８６０ △０．９

２０２２年 １月 ８１，１４３ ０．６ １６，７６７ ３．０ １２，０１８ ７．０ ４，１６３ １４．５ ６９，１２５ △０．４ １２，６０４ △０．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０２２年４月号

ｏ．３０８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０～０３３　主要経済指標  2022.03.17 16.03.52  Page 30 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１７２ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３４２ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２１１ ６．７

２０２０年１０～１２月 ４１，５１３ ２１．４ １２，６０２ ２１．６ ７０，６２６ ０．７ １８，１６３ ６．３ ３６，９０８ ７．９ ９，０６７ ８．１
２０２１年１～３月 ３９，７２３ ８．３ １２，２２５ １１．１ ６７，３１１ △７．３ １７，３４５ △２．８ ２７，０１８ ４．２ ７，６４４ ３．３

４～６月 ３４，７４２ △４．７ １１，１５３ △３．８ ７０，５２４ △０．８ １８，３４９ △０．２ ４０，４１１ △１．３ ９，０８９ △４．５
７～９月 ３９，４７３ ３．１ １１，６７０ △８．５ ７３，３０２ ０．９ １８，８０１ １．９ ３５，６１０ ０．０ ８，３６５ △６．８
１０～１２月 ３８，３７４ △７．６ １１，８１８ △６．２ ６９，７３０ △１．３ １８，５７１ ２．２ ３６，５９２ △０．９ ８，８０７ △２．９

２０２１年 １月 １３，５４４ ０．８ ４，３０９ １１．５ ２４，１８６ △１．２ ５，８４１ ２．８ ９，１６７ １２．０ ２，５７３ １０．６
２月 １１，３０５ １０．３ ３，４９４ ７．２ ２２，１６９ △９．６ ５，５５３ △８．４ ７，６７９ △３．０ ２，３４１ △０．３
３月 １４，８７４ １４．５ ４，４２３ １３．９ ２０，９５６ △１１．１ ５，９５１ △２．４ １０，１７２ ３．６ ２，７３０ ０．３
４月 １１，５４１ １５．８ ３，５２９ １４．８ ２３，４２６ １．１ ６，００２ △３．０ １２，８１８ ４．５ ３，０３３ １．６
５月 １１，５１９ １．４ ３，８３０ ０．９ ２２，６７５ △２．０ ６，１７８ １．８ １４，４８５ △３．２ ３，２２６ △４．８
６月 １１，６８２ △２２．７ ３，７９５ △１９．７ ２４，４２３ △１．４ ６，１７０ ０．８ １３，１０８ △４．３ ２，８３０ △１０．１
７月 １４，７０９ １４．５ ４，４２２ △２．９ ２４，０２６ △０．９ ６，３３４ ２．１ １３，１７３ １．５ ２，９４０ △２．４
８月 １２，６７２ △４．４ ３，６９７ △１８．３ ２５，１３５ ２．３ ６，４３６ ０．４ １１，６０２ △４．４ ２，７７２ △１４．０
９月 １２，０９２ △０．８ ３，５５１ △３．３ ２４，１４１ １．３ ６，０３２ ３．２ １０，８３５ ３．３ ２，６５４ △３．２
１０月 １１，８１５ △０．４ ３，５１１ １．９ ２２，８９９ △０．８ ６，０８１ ４．６ １１，５７３ １．２ ２，７９７ ０．０
１１月 １１，８３９ △１３．４ ３，５７９ △１０．６ ２３，０１１ △３．０ ５，９０９ １．１ １１，１９６ △４．０ ２，７０８ △４．０
１２月 １４，７２０ △７．９ ４，７２８ △８．３ ２３，８２０ ０．０ ６，５８１ １．２ １３，８２３ ０．１ ３，３０２ △４．３

２０２２年 １月 １２，８４５ △５．２ ４，２３５ △１．７ ２３，８９９ △１．２ ６，１７５ ５．７ ９，０５４ △１．２ ２，５０５ △２．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。
■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４ △３．４ １１５，６００ △５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０

２０２０年１０～１２月 １４２，８６１ △３．１ ２９，９０７ △３．２ ２７４，７９５ △４．４ ２９２，４１１ △０．３ １，６６５ △５０．１ ０ △１００．０
２０２１年１～３月 １３１，７３０ △２．２ ２７，７７６ △２．８ ２５３，１２３ △３．９ ２７６，６７０ △２．５ ９３８ △５９．４ ０ △１００．０

４～６月 １３９，７３７ ２．３ ２９，０８３ ５．０ ２６５，９６３ ３．９ ２８０，７９７ ６．１ １，０４４ １１６．９ ０ △１００．０
７～９月 １５３，６８６ １．５ ３０，６４８ ２．０ ２４４，９０２ △１０．８ ２６６，５５１ △１．７ １，６２６ ７．３ ０ ５０．０
１０～１２月 １４４，２００ ０．９ ３０，０９５ ０．９ ２７２，６８１ △０．８ ２９２，０７７ △０．１ ２，１４１ ２８．６ ０ △１００．０

２０２１年 １月 ４４，４５８ △３．６ ９，２９０ △４．４ ２４０，５３３ △７．２ ２６７，７６０ △６．８ ２４２ △７６．０ ０ △１００．０
２月 ４１，２３８ △６．７ ８，６９６ △６．６ ２２４，８５１ △１１．９ ２５２，４５１ △７．１ ２４７ △７３．２ ０ △１００．０
３月 ４６，０３４ ３．５ ９，７８９ ２．５ ２９３，９８６ ６．５ ３０９，８００ ６．０ ４５０ １７．２ ０ △１００．０
４月 ４５，５４２ ４．５ ９，６１８ ８．２ ２７１，９９３ ３．６ ３０１，０４３ １２．４ ４０８ １６３．９ ０ △１００．０
５月 ４６，５１６ １．９ ９，７３４ ５．３ ２７０，６４２ １１．３ ２８１，０６３ １１．５ ３１７ ２２６．３ ０ －
６月 ４７，６７９ ０．５ ９，７３１ １．７ ２５５，２５３ △２．６ ２６０，２８５ △４．９ ３２０ ３９．１ ０ －
７月 ５２，５５０ ４．８ １０，４８４ ６．１ ２５５，９０２ △６．６ ２６７，７１０ ０．３ ５６６ ３６．４ ０ －
８月 ５１，２９９ △０．３ １０，１９１ △１．２ ２４１，０２４ △１１．０ ２６６，６３８ △３．５ ６１０ １５．０ ０ －
９月 ４９，８３７ △０．１ ９，９７３ １．１ ２３７，７８０ △１４．８ ２６５，３０６ △１．７ ４５０ △２１．１ ０ △２５．０
１０月 ４７，５５３ △０．４ ９，９２７ △０．２ ２４１，１２８ △４．４ ２８１，９９６ △０．５ ６３４ △７．９ ０ －
１１月 ４５，６８７ ０．３ ９，５７２ △１．０ ２６７，７６２ ５．１ ２７７，０２９ △０．６ ６９０ ２０．９ ０ －
１２月 ５０，９６０ ２．９ １０，５９６ ３．８ ３０９，１５４ △２．６ ３１７，２０６ ０．７ ８１７ １０１．４ ０ ０．０

２０２２年 １月 ４６，１３３ ３．８ ９，５３７ ２．９ ２７１，６４４ １２．９ ２８７，８０１ ７．５ ５４８ １２６．８ p ０ △１００．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０２２年４月号

ｏ．３０８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０～０３３　主要経済指標  2022.03.17 16.03.52  Page 31 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８

２０２０年１０～１２月 ７，７２２ １．２ ２，０７１ △７．０ ２６２ △２５．４ ９，６７９ △８．１ ２４，１２１ １．２
２０２１年１～３月 ５，７６５ ８．１ １，９１０ △１．６ ３２９ １７．５ ９，８３９ ３．６ ２６，８８１ △２．５

４～６月 ９，８７７ １０．９ ２，２１０ ８．１ ６５２ △９．４ １１，６８２ ９．４ ２４，２３７ １２．６
７～９月 ９，１７１ △２．２ ２，２４７ ７．２ ３９０ △２７．８ ９，５７６ △２．６ ２５，３０７ １３．３
１０～１２月 ８，０６７ ４．５ ２，１９８ ６．１ ３５０ ３３．６ １２，７７７ ３２．０ ２５，６６０ ６．４

２０２１年 １月 １，６０５ ２９．３ ５８４ △３．１ １２９ ２３８．５ ２，９８９ １３．４ ６，７７２ １．５
２月 １，５０５ △１３．５ ６０８ △３．７ ５６ △２１．７ ３，０８１ △９．２ ６，８２２ △７．１
３月 ２，６５５ １２．９ ７１８ １．５ １４４ △１５．６ ３，７６８ ８．７ １３，２８７ △２．０
４月 ３，４６８ １７．６ ７４５ ７．１ ９９ △６０．７ ３，６８３ ３．３ ７，８０４ ６．５
５月 ３，１０７ １０．８ ７０２ ９．９ ２０９ △２０．７ ３，９８６ ５．１ ７，１６２ １２．２
６月 ３，３０２ ４．７ ７６３ ７．３ ３４５ ６７．７ ４，０１３ ２０．８ ９，２７１ １８．６
７月 ２，８９０ ０．８ ７７２ ９．９ １３６ △５５．４ ３，４９８ ６．７ ７，６７５ １１．１
８月 ２，９９６ △２０．２ ７４３ ７．５ １３７ ６．８ ２，７７２ △１５．０ ７，３３１ １７．０
９月 ３，２８５ １９．３ ７３２ ４．３ １１８ ８．８ ３，３０６ ０．４ １０，３０１ １２．５
１０月 ３，０４３ １２．３ ７８０ １０．４ １６１ ５０．７ ４，９００ ４８．８ ７，７１６ ２．９
１１月 ２，９３３ ９．０ ７３４ ３．７ ８４ ６．５ ３，４１２ １０．４ ８，０７１ １１．６
１２月 ２，０９１ △９．９ ６８４ ４．２ １０６ ３７．６ ４，４６６ ３５．６ ９，８７４ ５．１

２０２２年 １月 １，１１６ △３０．５ ５９７ ２．１ ４７ △６３．６ ２，９３７ △１．７ ７，１１６ ５．１

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５

２０２０年１０～１２月 ３６，６９２ １７．７ １３，３４９ ２０．７ １０，８７９ ６．３ １２，４６４ ２６．２ ９９２，０３１ １５．４
２０２１年１～３月 ４３，９９４ △０．６ １５，９１８ ４．５ １２，６６６ △１４．０ １５，４１０ ７．６ １，１９６，８２３ ４．２

４～６月 ３７，００８ １５．３ １３，３７７ ３４．２ １１，０４８ △１２．７ １２，５８３ ３２．９ ８５６，５８９ ２６．４
７～９月 ３４，９５６ △１６．０ １３，４７２ △１．９ １０，５６２ △２１．６ １０，９２２ △２４．２ ８３０，０２８ △１６．４
１０～１２月 ３０，０４５ △１８．１ １１，３３９ △１５．１ ８，８３４ △１８．８ ９，８７２ △２０．８ ８０２，３０５ △１９．１

２０２１年 １月 １０，４８７ １．８ ３，９６４ １４．６ ２，８０８ △１５．４ ３，７１５ ５．６ ３２４，５４６ ７．８
２月 １１，８８５ △５．７ ４，２３８ ０．８ ３，２３８ △２３．６ ４，４０９ ５．８ ３６１，８９１ △０．０
３月 ２１，６２２ １．２ ７，７１６ ２．０ ６，６２０ △７．６ ７，２８６ ９．８ ５１０，３８６ ５．２
４月 １２，７２２ １４．４ ４，３２３ ４７．２ ４，１５４ △１７．０ ４，２４５ ３３．５ ２８８，３９７ ３１．５
５月 １１，４０７ ４０．１ ３，９７２ ４７．３ ３，２０２ △３．３ ４，２３３ ９８．５ ２７１，５６９ ５５．７
６月 １２，８７９ ０．４ ５，０８２ １７．３ ３，６９２ △１４．９ ４，１０５ △１．２ ２９６，６２３ ４．５
７月 １３，７９２ △５．４ ５，２１１ ６．３ ４，５７４ △４．４ ４，００７ △１８．０ ３０９，４６３ △６．４
８月 １０，９５９ △５．６ ４，０７３ １５．３ ３，３５７ △１８．６ ３，５２９ △１０．５ ２６３，６０２ △２．８
９月 １０，２０５ △３３．９ ４，１８８ △２０．９ ２，６３１ △４２．４ ３，３８６ △３９．３ ２５６，９６３ △３４．３
１０月 ９，２９４ △３０．２ ３，５６６ △２０．９ ２，７０２ △３４．３ ３，０２６ △３５．７ ２３０，４９９ △３２．２
１１月 １１，０４６ △１４．２ ３，８７６ △１８．１ ３，３６５ △９．６ ３，８０５ △１４．０ ２９１，６６５ △１３．４
１２月 ９，７０５ △７．５ ３，８９７ △５．２ ２，７６７ △９．２ ３，０４１ △８．８ ２８０，１４１ △１１．１

２０２２年 １月 ９，６１８ △８．３ ３，５５３ △１０．４ ３，１１１ １０．８ ２，９５４ △２０．５ ２７２，４４５ △１６．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０２２年４月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９

２０２０年１０～１２月 ８６，６５２ △１１．６ ２９，５８５ △３．４ ０．９８ １．００ ２７，５８９ △１０．８ ６５８，１０５ △２１．１ ３．３ ２．９
２０２１年１～３月 １３４，６１７ ４．２ ２７，９６９ △１．１ ０．９５ １．０４ ２９，６８２ △１．９ ７０７，９７５ △９．５ ３．０ ２．８

４～６月 ５２４，４６８ １．０ ５１，５８２ △２．２ ０．９３ ０．９５ ２８，８３９ ７．７ ６７７，２３３ ８．５ ２．９ ３．０
７～９月 ２１８，５８９ △９．４ ３８，１５６ △１２．０ ０．９８ １．０３ ２８，９８０ ７．１ ６９４，８５３ ７．７ ３．３ ２．８
１０～１２月 ７０，６７０ △１８．４ ２５，１６０ △１５．０ １．０１ １．０５ ２９，２６５ ６．１ ７２８，０１８ １０．６ ３．０ ２．６

２０２１年 １月 ９，１４５ △１３．４ ６，３２８ △１．４ ０．９５ １．０４ ２８，１５８ △７．２ ６９２，８７５ △１２．６ ↑ ２．９
２月 １４，０２７ △２７．２ ６，４８５ △７．３ ０．９４ １．０４ ２７，７６６ △８．５ ６８６，８３２ △１４．３ ３．０ ２．８
３月 １１１，４４４ １２．２ １５，１５６ １．９ ０．９６ １．０２ ３３，１２１ １０．１ ７４４，２１８ △１．２ ↓ ２．７
４月 ２０４，７８３ △２．７ ２０，９４０ △９．２ ０．９１ ０．９５ ３０，６７７ ９．８ ６９０，６２９ １４．３ ↑ ３．０
５月 １５３，８５０ ６．２ １４，１３３ ６．３ ０．９３ ０．９４ ２６，１０７ ４．２ ６２３，５４３ ７．０ ２．９ ３．１
６月 １６５，８３４ １．０ １６，５０８ ０．７ ０．９６ ０．９７ ２９，７３３ ８．８ ７１７，５２８ ４．７ ↓ ３．０
７月 １０２，３０６ △８．１ １３，８９８ △９．９ ０．９９ １．０２ ２９，９３０ ８．６ ６９０，２４４ ７．７ ↑ ２．８
８月 ６５，５００ △１０．３ １１，５７５ △１１．０ ０．９７ １．０３ ２６，６３５ ５．１ ６６３，３３８ ９．２ ３．３ ２．８
９月 ５０，７８２ △１０．７ １２，６８２ △１５．１ ０．９８ １．０５ ３０，３７４ ７．４ ７３０，９７７ ６．４ ↓ ２．８
１０月 ３６，９３３ △１４．８ １０，７６７ △１９．８ １．００ １．０６ ３１，９６３ ３．５ ７７３，０２２ ８．３ ↑ ２．７
１１月 ２１，５５０ △１１．３ ７，５３４ △１４．５ １．０２ １．１０ ２８，７１７ ８．６ ７１０，７４６ １２．７ ３．０ ２．７
１２月 １２，１８５ △３５．８ ６，８５９ △６．６ １．０２ １．１４ ２７，１１４ ６．６ ７００，２８７ １１．２ ↓ ２．５

２０２２年 １月 １１，６０９ ２６．９ ５，２０９ △１７．７ １．００ １．１４ ３０，１０２ ６．９ ７８３，２９２ １３．０ － ２．７

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１７年度 ９８．３ １．３ ９８．９ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９

２０２０年１０～１２月 ９９．６ △１．４ ９９．６ △０．９ ３２ △２５．６ １，７５１ △２０．８ １０４．４９ ２７，４４４
２０２１年１～３月 １００．０ △０．９ ９９．９ △０．５ ４４ △１７．０ １，５５４ △２８．２ １０５．９０ ２９，１７９

４～６月 ９９．４ △０．５ ９９．４ △０．６ ３３ △４１．１ １，４９０ △１８．９ １０９．４８ ２８，７９２
７～９月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．０ ２８ △１７．６ １，４４７ △２８．４ １１０．１０ ２９，４５３
１０～１２月 １００．５ ０．９ １００．０ ０．４ ３４ ６．３ １，５３９ △１２．１ １１３．７０ ２８，７９２

２０２１年 １月 ９９．８ △１．１ ９９．８ △０．７ ７ △６６．７ ４７４ △３８．７ １０３．７０ ２７，６６３
２月 ９９．８ △０．９ ９９．９ △０．５ １５ △６．３ ４４６ △３１．５ １０５．３６ ２８，９６６
３月 １００．３ △０．７ １００．１ △０．３ ２２ ３７．５ ６３４ △１４．３ １０８．６５ ２９，１７９
４月 ９９．３ △０．８ ９９．３ △０．９ １２ △５２．０ ４７７ △３５．８ １０９．１３ ２８，８１３
５月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．６ ９ △１０．０ ４７２ ５０．３ １０９．１９ ２８，８６０
６月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．５ １２ △４２．９ ５４１ △３０．６ １１０．１１ ２８，７９２
７月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．２ ９ △２５．０ ４７６ △３９．７ １１０．２９ ２７，２８４
８月 １００．０ ０．４ ９９．８ ０．０ ６ △４５．５ ４６６ △３０．１ １０９．８４ ２８，０９０
９月 １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ １３ １８．２ ５０５ △１０．６ １１０．１７ ２９，４５３
１０月 １００．３ ０．８ ９９．９ ０．１ １２ △７．７ ５２５ △１５．９ １１３．１０ ２８，８９３
１１月 １００．６ １．１ １００．１ ０．５ １５ ２５．０ ５１０ △１０．４ １１４．１３ ２７，８２２
１２月 １００．６ ０．８ １００．０ ０．５ ７ ０．０ ５０４ △９．７ １１３．８７ ２８，７９２

２０２２年 １月 １００．４ ０．６ １００．１ ０．２ ８ １４．３ ４５２ △４．６ １１４．８３ ２７，００２

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）
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●道内経済の動き

●道内企業のデジタル・トランスフォーメーション
（DX）の取り組みについて

●トップに聞く⑲
札幌施設管理株式会社
代表取締役 田中 芳章 氏

●経営のアドバイス
コロナ下の不動産市況

●アジアニュース
中国の商標問題
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